
地域によっては会員の施設で受講申込みを幾らしても順番が来ないというところがござい  

ますので、そこらの方を対象にする、行政が行っている研修会のフォローをしているとい  

う部分があります。  

それと、もう一つは、先駆的な取組みとか、これから介護の現場で頑張っていかなけれ  

ばいけない内容に取り組んでいます。それはN P O法人の日本介護支援協会とタイアップ  

しまして、例えば、ターミナルケアの研修会、それから、認知症ケア、今は北欧式のトラ  

ンスファーについて、実務的な部分を含めて行っております。それと、介護力向上のため  

の研修会。ちょっと長期にはなるんですけれども、例えば、特別養護老人ホームで、おむ  

つゼロを目指して、実際に研修会を受けて、日中はおむつゼロという特養が何か所も出て  

きております。そういうふうな先駆的な取組みを行って、それを各地域の、特養であれば  

特養に広げていくという研修体系を持っております。   

ただ、問題点が出てきていますのは、平成15年、平成18年と介護報酬がダウンしたと  

きに、全国的に研修に参加する方がどんどん減っていった。施設の数は増えているんだけ  

れども、参加はだんだん抑えられてしまったというのがありまして、やっとこの21年度か  

ら各研修会の参加人数もかなり上向きになってきて、定員を定めている部分で、定員オー  

バーでお断りするというのが、21年、22年の′傾向として出てきた。   

これらの部分は、各事業所のいわゆる収支に応じて、研修費用もかなり作用されてしま  

う。研修会に出してあげたいけれども、予算が組めないという問題と、もう一つ、現場で  

起こっているのは、デイサービスなどは特に起こるのですけれども、平日の営業時間帯の   

中で研修会に参加させたいけれども、人員配置のやりく りがつかない。1人が研修会に行   

ってしまうと、その日、人が足りないから、減算の問題云々が絡んできて、出たくても出  

られないという現状がある。特にヘルパーなどはあると思うのですけれども、そういう部   

分が改善として必要な部分ではないかと思っております。  

○駒村委員長 ありがとうございます。 

では、山田先生、お願いいたします。  

○山田委員 19ページをお願いします。N P O法人介護人材キャリア開発機構です。   

90年代後半にグループホームが制度化されて、例えば、一特別養護老人ホームなどで認知  

症の方が、帰りたい、お出かけになりたいと言うと、かぎをかけて出て行かないようにし   

ていたケアから、施設によっては、民家を借りて、1日そこで過ごしていただくような本   

人の気持ちに寄り添うケアの動きが始まった。それから、2000年前後に、ユニットケアな  

どによる個別ケアヘの動きが本格化したが。いわばケアが全国的に大転換し始めるという  

のが2000年前後からです。そこで、OJTの中で獲得できる専門性とは果たしてどうなん  

だろうかという疑問を感じた福祉施設長たちでつくったN P Oです。   

2003年度から、100ほどの施設の協力を得て、映像教材を集め始めた。その映像教材を  

使って、非常にテンポの早いグループワークをするような研究方法を開発しました。平成  

川年の3月に提案された、介護福祉士の方に対して、標準的なリーダーとしての資質を学  
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ぷというファーストステップ研修にその教材を生かして研修を行い始めたというものです。   

その後、毎年、全国各地で研修を実施してきましたが、これは去年の調査ということで  

すので、ここに書いてありますように、一昨年から、近畿の6つの県の老人福祉施設協議  

会で1．100施設あるんですが、当法人の教材を提供し共同してファーストステップ研修を  

実施しました。6人6グループ36人定員募集ということで行い草した。初年度は希望者が  

多かったため、2グループ増やしました。研修講師を育てるということをやりました。こ  

れは一般受講者の13日間、78時間の研修をチューターの役割で参加していただいた上に  

別に設けた講師研修に出ていただいて、更に試験をするということで、大変厳しいものと  

しました。昨年ようやく各県3人以上ずつ合計20名の講師を認定し、今年から各県での講  

師による研修がスタートしています。このような経過です。   

そして、質問2の部分ですけれども、甥場の職員を講師として養成していく というのは  

強めた方がいいとますます確信しています。   

それから、質問2の④に書いていますが、科目ごとにばらばらの講師がばらばらのレジ  

ュメでというのはやめた方がいい。やはり「全人的理解」「尊厳の保持」「人間関係の構  

築」などの理念を統一した研修内容、そのための一貫した教材の準備が大事だと思ってい  

ます。   

質問3のところに書いておりますlナれども、これらの研修は、今回の600時間にも関係  

しているんですけれども′、制度研修としてきちっと位置づけられるということなどいろい  

ろ行われている研修の整合性をきちっと整理した方がいいと思っています。   

質問4のところに書いておりますけれども、④、⑤、⑥の辺りですが、キャリア形成に  

とって魅力のある研修方法をどんどん開発研究する必要があるということ。それから、ス  

キルを高めることが魅力あるものとする環境整備（処遇、社会的認知など）です。現在、  

介護事業者の介護職を取り巻く環境の改善やキャリアツプ支援への決意というのは大変大  

事な時期に差しかかっていると思っています。それから、最後に書いてありますけれども、  

キャリアに応じた一定の研修派遣を法定上の義務とする。こういうことも大事だと思って   

います。  

以上です。  

○駒村委員長 ありがとうございました。   

皆様からの説明、大変ありがとうございました。少し具体的な御提案もあったかと思い  

ますけれども、その辺は後ほど議論を深めなければいけないと思いますが、まだ本日の議  

題が残っております。   

それでは、事務局より「今後の介護人村養成の基本的な方向性に関する論点」について、  

資料説明をお願いいたします。  

○泉福祉人材確保対策室長 それでは、次に資料2をご覧頂きたいと思います。「今後の  

介護人材養成の基本的な方向性に関する論点」としたタイトルの資料でございます。基本  

的には前回提示させていただきました資料とつく りは同じでございまして、第2回の検討  
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会におきまして委員の皆様にいただいた意見を追加しております。   

まず、1ページ目、2ページ目は前回と同様でございまして、3ページ目から各委員の  

意見を追加する形で資料をつくってございます。追加した部分につきましてはアンダーラ  

インを引いてございますので、御紹介していきたいと思います。   

まず「人材養成に関する論点」の「介護福祉士資格取得までの介護人頼義成の体系につ  

いて」の「（1）養成の目標・体系等について」でございます。1つ目、介護人材の量的  

確保、質の向上を両立させる観点でどう考えるかですが、、参入ルート、資格取得ルートに  

つきましては、介護職の業務、モチベーションは多様であるので、安易にひとく く りで議  

論すべきではない。あるいは、介護のニーズー業務は幅が広いので、人材の量の議論、介  

護専門職が提供すべき介護について、体系的に整理，した上で議論すべきではないかとの御  

意見をいただいております。   

4ページ目「（2）中堅段階の介護人材養成、介護福祉士資格について」は、介護福祉  

士の役割と他の専門職との分担につきまして、介護福祉士資格がある方とない方の能力的  

な差がないのではないか。また、日常的な仕事は資格の有無で余り違わなくても、緊急時  

の対応などでは違いがある。あるいは、差がないという実態をそもそも変えることが大切  

であるという御意見をいただいております。   

4ページ目の下半分、実務経験者が介護福祉士資格を取得する上での技能の到達目標な  

どにつきましては、クラフトとサイエンスを結びつける教育が必要。IC F等の視点に基  

づいて介護過程を展開することが必要。医療職との連携、判断などができるということを  

目指すべき。また、実務経験3年のみで受験できることが他の専門織と比べ社会的評価が  

低くなる一因であったため、法改正の趣旨を守るべき。また、介護福祉士の養成には本来  

3年程度の期間が必要。介護職員には学習したい意欲はあるけれども、時間的、経済的な  

負担、事業所の対応などから考えると、600時間課程は現実的ではないという御意見をい  

ただいております。   

5ページ目「（3）初任段階の介護人材養成について」は、特段つけ加えた部分はござ  

いません。   

6ページ目「（4）研修受講支援策等について」でございますが、現任職員の方々が働  

きながら無理なく受講できるようにするという観点で、積極的に実習生を受け入れること  

についてどう考えるかですが、現場で教育する能力・人材が欠けているため、インターン  

シップなどが機能するか疑問がある。あるいはOJTを認める場合には指導者の充実が大  

事である、といった御意見をいただいております。   

また、事業者団体などが行います外部研修などの受講歴を活用することにつきましては、  

科目ごとの単位認定、あるいは日本版N VQとの連携、また、さま．ざまな学習歴を幅広く  

認めるなどの対策が現実的ではないかとの御意見をいただいております。   

7ページ目「2．チームリーダー、施設長等の段階における論点」については、特段追  

加事項はございません。  

－ 23 －   



8ページ目「その他の論点」ですが、各資格一研修制度とは別個に位置づけられている  

制度的な個別のテーマ別研修ということでは、例えば、認知症実践者研修の受講歴を位置  

づけることはできないか。また、検定試験などを用意して質を高めることが現実的ではな  

いかとの御意見をいただいております。   

8ページの一番下、事業所におけるサービスの質、人材育成や処遇の向上につきまして  

は、CSI、クオリティインディケーターなどの指標によりまして、介護サービスの人材、  

プロセス、結果を見える化することを含め、検討すべき。事業者がきちんと資格取得支援  

を行うことが重要という御意見をいただいております。   

8ページ目の中ほどを言い忘れております。介護サービスの進展に合わせて基礎教育の  

内容を見直す仕組みの在り方については、カリキュラムが、例えば10年以上変わらないの  

はおかしいのではないかという御意見をいただいております。   

以上が基本的な方向性に関する論点の追加事項の御紹介でございます。   

次に、右肩に参考資料と書いておりまして、タイトルは「医療との連携等について」と  

しました資料でございます。医療との連携等につきまして若干の資料提供をさせていただ  

きたいと思いまして御用意いたしました。   

まず、2ページ目で ございます。御存じの方が多いと思いますが、「特別養護老人ホー  

ムにおける看護職員と介護職員の連携によるケアの在り方七関する検討について」という  

ことで、昨年度、一通りの検討が行われ、モデル事業の実施がなされております。もとも  

とは「特別養護老人ホームにおける看護職員と介護職員の連携によるケアの在り方に関す  

る検討会」を立ち上げまして、第2回検討会におきまして、特養の医療行為のうちの口腔  

内の吸引と、胃ろうによる経菅栄養について、役割分担を整理した上で具体的なモデル事  

業を実施することになっております。   

具体的な実施方法などは3ページ目に書いてあるのですけれども、4ページ目の結果を  

ご覧頂きたいと思います。全国125施設（41都道府県）において実施をいただきまして、  

安全性につきましては、ヒヤリハットーアクシデント発生の報告におきまして、救命救急  

などの事例はなかったということでございますが、ヒヤリハットーアクシデントの報告あ  

りは45施設（36％）、報告なしが80施設（64％）となっております。   

プロセス評価といたしましては、口腔内吸引及び胃ろうによる経菅栄養が「介護職員が  

独りでできる」との評価は、研修後2か月で80％以上、研修後3か月が90％以上と、月日  

の経過とともに向上していったという結果がございます。   

結論といたしまして、このモデル事業の結果を受けまして、特別養護老人ホームにおき  

ましては、看護職員と介護職員の連携によるケアの実施について、「違法性阻却」との法  

律構成の下で実施をしていただく方向で、現荏、研修などを進めていただいております。  

5ページ目の中ほどにございますが、内容とし苦しては、モデル事業のように、口腔内の  

たんの吸引（咽頭の手前まで）、それから、胃ろうによる経菅栄養につきまして実施して  

いただくわけで、介護職員の方が実施するわけですが、チューブ接続等は看護職員の方が  
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行っていただくという条件でございます。連携・協働などにつきまして、看護職員との連  

携が取れていること、配置医が承認されていること、体制整備、安全性確保のための施設  

内委員会、また記録・マニュアルの整備、緊急時対応の手順の確認・訓練の実施等してい  

ただくということになります。また、研修の実施もきちんとしていただく ことが条件にな  

っており、入所者本人・家族の同意も要件としているという状況でございます。6ページ   

目は、簡単に図で示しております。   

以上のような形で、特別養護老人ホームにおきましては、口腔内吸引を実施できるよう  

に方向づけがされているわけですが、7ページ目をご覧頂きますと、医政局におきまして  

開催されてましたチーム医療の推進に関する検討会報告の中で、看護職員と介護職員の役  

割分担についても若干の言及がございます。   

そのまま読みますが、「地域における医療一介護等の連携に基づくケアの提供を実現し、  

看護師の負担軽減を図るとともに、患者・家族のサービス向上を推進する観点から、介護  

職員と看護職員の役割分担と連携をより一層進めていく必要がある。   

こうした観点から、介護職員による一定の医行為の具体的な実施方策について、別途早  

急に検討すべきである。」という検討会報告となっております。   

8ページ目は、地域包括ケア研究会という、老人保健健康増進等事業で実施していただ  

きました研究会報告書が載っておりますので、後ほどご覧頂ければと思います。   

以上が医行為関係でございます。   

それから、9ページ目以降でございますが、第2回の検討会の場で北村先生からNatio  

naE VocationalQualification、日本版N V QとC SI、クォリティ ■ インディケータ  

ーについて御紹介がありまして、委員長から、それについて事務方で資料を用意するよう  

にという御指示をいただいたところでございます。資料のつく り自体のよしあしという点   

もあろうかと思いますが、簡単に御紹介をさせていただきたいと思います。   

まず、日本版N V Qについてでございますが、10ページ目をご覧頂きたいと思います。  

日本版N V Qは、雇用戦略対話におけます内閣総理大臣の指示に基づき、緊急雇用対策本  

部の「実践キャリア・アップ戦略推進チーム」におきまして「実践キャリア・アップ戦略」  

構想骨子案が示されました。その中で創設することが示されているものでございます。   

もともとのN V Q（Nationa［vocationalQualificatjon）と申しますものは、イギ  

リスで20年以上前から導入されております国民共通の職業能力評価制度でございます。訓  

練や仕事の実績を客観的に評価いたしまして、再就職やキャリアアップにつなげる役割を  

果たしていると伺っておるところでございます。そのようなイギリスで行われております  

N V Qを日本版として取り入れることを考えてはどうかということでございます。制度の  

詳細につきましては、今後検討される予定と伺っております。制度構築に当たりましては、  

既存のジョブカード制度、あるいは職業能力評価基準、資格制度、訓練カリキュラムなど  

のツールを有効に活用していくことが必要と、この中でも取り上げられているということ  

でございます。これが日本版N V Qの検討状況でございます。  
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